
 

（様式１－３） 

いわき市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 24 年 11 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 80 事業名 都市防災総合推進事業（防災まちづくり計画策定支援） 事業番号 D-20-2 

交付団体 いわき市 事業実施主体（直接/間接） 直接 

総交付対象事業費 94,290（千円） 全体事業費 94,290（千円）

事業概要 

東日本大震災における被災状況や災害対応実態の分析を行い、災害対策の課題を整理するととも
に、自然条件や社会条件の評価・検証、さらに今後起こりうる地震・津波その他災害等による被害
状況を予測する災害アセスメント調査を実施し、災害に強いまちづくりを推進するため基礎資料を
作成し、津波被害を受けた沿岸部においては、防災･減災対策を強化するための施設整備計画等を策
定する。 

 ＜防災まちづくり計画策定支援＞ 
・被害状況･災害対策の分析 
・地震･津波シミュレーションによる各地区の詳細な被害想定 
・沿岸地区別防災･減災計画策定（津波避難計画・沿岸地区別防災･減災施設整備計画） 
・津波ハザードマップの作成 
・市内各地区の避難所・避難ルート・緊急輸送ルートの検討 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度＞ 
○防災アセスメント調査（沿岸部） 

（震災被害･避難行動分析、地震･津波シミュレーション、被害想定(津波)、津波ハザード 
マップ作成） 

○沿岸地区別防災･減災計画策定 
  （津波避難計画策定、防災・減災施設整備計画策定(津波誘導サイン、避難路等)） 

＜平成 25 年度＞ 
○防災アセスメント調査（内陸部） 

（被害想定（断層･液状化･家屋･人的被害等）、避難所･緊急輸送ルート等の検討） 

東日本大震災の被害との関係 

 東日本大震災では、本市沿岸部（久之浜町、四倉町、平薄磯、平豊間、江名、永崎、小名浜、小浜
町、岩間町、錦町、勿来町）にあっては約 60km にわたる甚大な津波被害を受けたほか、内陸部におい
ても、各地で地すべり・地盤沈下・火災等が発生し、多くの犠牲者と住家被害等をもたらした。  
（人的被害：死者 310 名、行方不明者 37 名、住家被害：全壊約 7,800 棟を含む 88,000 棟以上） 

このことから、平成 23 年 12 月に策定したいわき市復興事業計画を着実に推進するため、東日本大
震災における被害状況を踏まえた防災アセスメント調査を実施し、防災まちづくり計画の基礎データ
とするもの。 

また、津波被害を受けた沿岸部においては、地盤沈下などの影響も大きく、沿岸各地の防災･減災対
策が急務とされている。 

関連する災害復旧事業の概要 

 なし 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 
 



 

（別 紙） 
計画区域 

市内沿岸部における津波被害シミュレーションをはじめ、地震動による内陸部の 
地滑り、断層破壊及び液状化等の被害想定を含めた、災害アセスメント調査を行う。 
また、津波被害を受けた沿岸部においては、地区別防災･減災計画を策定する。 

 
 

 

避難･物資輸送計画 

津波シミュレーション 

地 震 動 

シミュレーション 

液状化被害想定 

断層被害想定 

地滑り被害想定 

沿岸地区別防災・

減災施設整備計画

津波避難サイン 

津波避難階段

地区別避難路検討



いわき市復興交付金事業計画　復興交付金事業等（いわき市交付分）

事業名 基幹事業 基本国費率(a) 1/2

（千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度以降 合計

80,386 20,653 101,039

78,750 15,540 94,290

78,750 15,540 94,290

59,062 11,655 70,717

1,636 5,113 6,749

・災害シミュ
レーション（沿
岸部）

・沿岸地区別防
災減災計画

・災害シミュ
レーション
（内陸部）

防災会議開催
経費等

地域防災計画
策定費

交付対象事業

対象外事業

№

事
業
工
程

事
業
費

対象外事業費(f)

交付対象事業費(b)

総事業費(b+f)

防災まちづくり計画策定支援業務

うち交付金交付額(d)
○基幹事業の場合
(d)＝a×b＋(c－a×b)/2
○効果促進事業等の場合
(d)＝0.8c

うち、市町村以外の者が負
担する額を減じた額(C)

80



平成24年11月現在

交付団体 いわき市 Ｎｏ． 80 事業番号 いわき市

（注）上記項目について、実施予定時期を矢印で示してください。（なお、項目に該当するものがない場合は当該項目は記載する必要はありませんが、他の項目があれば、適宜書き換えて記載してください。）

（注）同一項目で複数の記載事項がある場合はずらして記載してください。

（注）平成24年度末までに終わらないものや、それ以降に実施するものについては、備考欄に終了時期や実施時期を記載してください。

（H24年度）

地震･津波
シミュレーション

防災まちづくり計画策定

地震・津波被害想定

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期
項　　　　目

平成25年度

（参考様式）

いわき市復興交付金事業計画　復興交付金事業等工程表（平成25年度）

※本様式は１－２①・②に記載した事業ごとに記載してください。

D-20-2 事業名 事業実施主体都市防災総合推進事業
（防災まちづくり計画策定支援）

備　考

避難計画・減災計画策定

地震・津波・断層・液状化被害想定

家屋・人的被害想定



(単位：千円)

94,290

94,290

1/2

70,717

面積 － ㎡

件数 － 件

 【H24年度】

94,290 津波ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ 1式 1,150

H24　計 78,750

 【H25年度】

94,290

沿岸地区別防災・
減災施設整備計画

1式

1式 20,771

    津波避難計画 1式 18,499

9,730

被災状況･災害対策
避難行動等の分析

1式

地震･津波ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 1式

工 事 費 計 (A)

防災まちづくり計画策定
(避難･輸送･減災計画) 1式 2,520

H25　計 15,540

　本工事費・計 94,290

26,640

用 地 費 及 補 償 費

船舶及機械器具費
被害想定(家屋･人的被
害)

1式 3,050

被害想定(断層･液状化) 9,9701式

被害想定(津波)

工事施行延長又は
面 積

交 付 額(D)

本 工 事 費

測 量 設 計 費

用 地 面 積 及 び
物 件 戸 数 等

摘 要

事業完了予定期日 平成26年3月20日

経 費 の 配 分

1,960

事 業 施 行 期 間 基 本 国 費率平成24年度～平成25年度

箇 所 名 市全域 控 除 額 (B)

事 業 認 可
告 示 年 月 日

-
交 付 対 象 事 業費

(C)=(A)-(B)

復興交付金事業等に要する費用の算出に係る基礎資料

復興交付金事業等の名称／目的及び内容 交付金の算出方法

事 業 名
都 市 防 災 総 合 推 進 事 業
（防災まちづくり計画策定支援）

工 事 費 (A)


	01　D-20-2　様式1-3個票　.pdf
	03　D-20-2　事業費一覧
	04　D-20-2　工程表
	05　D-20-2　算出基礎資料　

